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要旨
国連・ビジネスと人権に関する作業部会(以下、作業部会)のこの指針は、ビジネスと人権に関する国家行動計画(以下、行動計画)の策定、実施、および改正について提言するものです。
本文書の目的は、行動計画プロセスに関与するすべてのステークホルダーのためのレファレンスガイドとして役立つことであります。行動計画に対応する上で、万能な手法はないという認識に基づいています。
定義と必須の基準
国家行動計画は、ビジネスと人権の分野では、「国連・ビジネスと人権に関する指導原則(以下、指導原則)に基づいて、企業が人権に及ぼす負の影響を防止するために、国が策定する前進政策戦略」と定義されます。作業部会は、行動計画の有効性に欠かせない必須の基準を4つ挙げています。 
最初に、行動計画は、指導原則を土台とするものである必要があります。指導原則 を実践する手段として、行動計画には、企業が人権に及ぼす負の影響を防止し、救済への有効なアクセスを提示するという、国際的な人権法に基づく国家の義務が十分に反映されていなければなりません。さらに行動計画は、デュー・ディリジェンスのプロセスも含めた、企業の人権尊重を促すものである必要があります。
第2に、行動計画は、国内で企業が人権に及ぼす現実的および潜在的な負の影響に、状況に応じて具体的に対処しなければなりません。政府は、負の影響の防止および救済に最も有効と思われる、目的が明確で現実的な方策を規定する必要があります。
第3に、行動計画は、開放的かつ透明性のあるプロセスを通じて策定する必要があります。関係するステークホルダーが行動計画の策定や改正に参加することができ、その意見が取り入れられる環境が必要です。プロセスの全段階を通じて、情報が共有される透明性が求められます。
第4に、行動計画のプロセスでは、定期的に見直しと改正を行う必要があります。変化する状況に対応し、常に改正していく必要があります。
行動計画のプロセスに関する指針
作業部会 は、下記の15のステップからなる5段階のプロセスを検討するよう各国政府に提言しています。段階1から3は、初発の行動計画策定に関するものです。段階4と5は、第一改訂以降の行動計画の実施、監視、および改正のサイクルに関するものです。
段階1: プロセスの開始
1.
政府の正式コミットメントを定めて発表する。
2.
部門の垣を超えた協力体制を構築し、リーダーを指名する。
3.
民間のステークホルダーへの関与体制を構築する。
4.
作業計画を策定し公表する。十分なリソースを割り当てる。
段階2: 評価と協議
5.
企業が人権に及ぼす負の影響についての理解を得る。
6.
国家と企業の間の、指導原則の実施状況のギャップを特定する。
7.
ステークホルダーと協議して重点分野を特定する。
段階3:初発行動計画の起草
8.
初発行動計画を起草する。
9.
草案について関係ステークホルダーと協議する。
10.   初発行動計画をまとめ、開始する。
段階4: 実施
11.   活動を実施し、部門を超えた協力を継続する。
12.   マルチステークホルダー・モニタリングを確保する。
段階5:改正
13.   前行動計画の効果を評価し、課題を特定する。
14.   ステークホルダーと協議して、重点分野を特定する。
15.   行動計画改訂版の起草、協議、まとめを行い、開始する。
行動計画の内容に関する指針
全体的構成と内容
作業部会は、次の4項目に沿って行動計画を構成することを各国政府に提言しています。
初めに、企業が人権に及ぼす負の影響を防止するという、政府のコミットメントを掲げます。また、企業の人権デュー・ディリジェンスの実施や、負の影響が発生した場合に救済へのアクセスを保証することも含め、企業が指導原則に従って人権を尊重することを期待すると言明します。これにより、政府は、人権を尊重するという企業の責任について行動計画にまとめた方針や活動の重要性を示します。
第2に、いくつかの状況を提示します。政府は、指導原則に簡単な前書きを盛り込んで、行動計画と政府の他の関連政策戦略との関連性を明確にし、ビジネスと人権に関する国内の主な課題を説明することができます。
第3に、政府は、企業が人権に及ぼす負の影響に対処する際の重点事項を明示し、国家に対する各指導原則(指導原則1-10、25-28、30、31)に基づいて、現在の活動と活動計画を検討します。各活動計画について、政府は、関連企業の明確な責任、時間枠、達成度評価の指標(付属文書II参照)を含む、実施手順を明確に示します。
第4に、政府は、監視と改正の手順を具体的に示します。政府の定期報告書を受けてこれに意見を述べるマルチステークホルダー・モニタリンググループの設置をこれに加えることもできます。また、政府は次回の行動計画改正予定日を規定します。
政府対応の基本原則
行動計画の構成に関する提言の第3の項目、企業が人権に及ぼす負の影響に対する政府の対応は、行動計画の中心的部分です。作業部会は、次のように提言しています。 
政府はそのコミットメントを定める際、4つの基本原則に従います。
最初に、行動計画におけるすべてのコミットメントおよび全体的計画は、現実的および潜在的負の影響の防止、軽減、救済を目的とするものでなければなりません。影響を受けている状況に優先順位をつける必要がある場合は、政府にとってその現場の状況を変える力が最もあり、規模や範囲、救済が困難な特性といった観点から、影響が最も深刻な状況を優先させるべきです。
第2に、指導原則を活用して、負の影響に対処する方法を定めます。政府は、企業が人権に及ぼす負の影響に取り組む政府戦略や具体的な方策を定める際、項目IおよびIIIの、国家に対する指導原則を活用します。政府はその方策を説明する際、項目IIおよびIIIに基づく、人権を尊重する企業の責任に関する指導原則に言及します。特に、政府は、政府の活動に一貫性を確保するくさびとして、人権デュー・ディリジェンスという概念の普及を促進しなければなりません。この指針の付属文書IIIには、網羅的ではありませんが、各関連指導原則に関して検討すべき問題のリストが提示されています。
第3に、政府は、強制的、自発的、国際的、国内的方策の「スマートミックス」を模索します。「スマートミックス」の模索は、政府が、企業が人権に及ぼす負の影響に対処し、個人やコミュニティーの保護の向上および負の影響の犠牲者の救済のために、もっとも有効なコミットメントの組み合わせを見つけるべく、あらゆる方策を考慮していることを示唆します。
第4に、政府は、男女の性差別の影響を検討し、行動計画で規定した方策がそうした影響の防止、軽減、救済に有効に機能することを保証しなければなりません。
作業部会は 、行動計画の立案及び起草に際して、本指針の提言に従うことを政府代表者に奨励しています。民間のステークホルダーは、本指針に沿って行動計画を策定するよう政府に要求し、本指針の提言から不当に逸脱することのないよう政府に責任を負わせる必要があります。 
国連・ビジネスと人権に関する作業部会のこの指針は、国家行動計画に対する共通の理解と、行動計画のプロセスと内容に関する提言を提示するものです。本文書の目的は、行動計画の有効性を高め、行動計画のプロセスへの参加を諸政府に呼びかける活動に役立つことにあります。
本指針の不可欠な要素は、
· 行動計画プロセスの有効性に欠かせない4つの必須基準を含む、行動計画の定義(項目2)。
· 行動計画の策定、実施、定期的改正プロセスの15ステップのモデル(項目3)。
· 行動計画の全体的構成と内容を示す4つの項目の定義、および企業が人権に及ぼす負の影響への政府の対応の定義に関する4つの基本原則(項目4)。
· 注釈付き、行動計画の内容見出し例(付属文書I)。
· 各種活動の内容をまとめる方法と実施の手順 (付属文書II)。
· 各関連指導原則に関して検討すべき方策を示すリスト(付属文書III)。
本指針は、これら全ての要素において、各国の状況の特異性に十分配慮を払っています。本指針は、行動計画のプロセスと内容の双方が国家の状況に対応し、複数のステークホルダーとの協議を経たものである必要があるという基本的な考えに基づいています。同時に、作業部会は、本指針にまとめた提言に従えば、行動計画の有効性はさらに高まると確信しています。
作業部会は、行動計画のプロセスに関与する際には、本指針に従うことを全てのステークホルダーに奨励しています。政府代表者は、プロセスの策定および行動計画の起草の際には、提言に従うことを検討しなければなりません。民間のステークホルダーは、本指針に沿って行動計画を策定するよう政府に要求し、本文書にまとめた作業部会の提言から不当に逸脱することのないよう政府に責任を負わせる必要があります。
付属文書 I: 行動計画の内容見出し例



この付属文書は、行動計画の構成方法と、各セクションおよびサブセクションで取り上げる主な要素の提示方法についての作業部会の提言をまとめたものです。
I. コミットメントの言明
企業が人権に及ぼす負の影響を防止し救済するという政府のコミットメントの明示。人権を尊重することを企業に期待するという表明。行動計画の根拠とすべき正式の文書として指導原則に言及。国家元首および/または政府関連人員による承認。
II. 背景と状況
指導原則に盛り込む簡単な前書き。行動計画の国内開発計画、CSR(企業の社会的責任)戦略、またはもっと広く人権に関する行動計画、ステップ5または13で特定されたビジネスと人権に関する主な課題の概要等、他の既存の政策戦略と行動計画との関連の明確化。
III. 政府の対応
人権に対する負の影響に政府が対処する方法/計画の明確化
A. 重点分野と戦略的方向付け 重点分野と主要戦略線の定義。ステップ7または14の結果の概要 

B. 現在の活動と活動予定 国家に対する各指導原則に基づいて政府が行う現在の活動と活動予定の検討 (指導原則1-10、25-28、30、31)

指導原則1 各関連指導原則に基づく、政府の現行および将来のコミットメントの明確化
i.  指導原則の本文
関連言語で各指導原則の本文を記述
ii.  現在の活動
指導原則に関連する現在の活動の概要。ステップ6または13の評価のまとめ
iii.  活動予定
指導原則に関連する活動予定の概要
(国家に対する指導原則全てについて同様の構成 (指導原則1-10、25-28、 30、31、付属文書IIIも参照))
C. 実施項目の編成と実施手順
特定される全ての実施予定項目の編成。1) 具体的目的、2) 行うべき活動、3) 関連企業の明確な責任の帰属、4) 活動実施の時期、5) 活動の実施と効果を評価する達成度指標、の明確化(付属文書II参照)。
IV. 監視と改正
監視と改正方法の詳細。1) 次回の行動計画改正予定日、2) 監視の手順 (ステップ12参照)、3) 政府の担当者、の明確化。
付属文書II:  行動計画の III.C項(実施項目の編成と実施手順) のモデル構造
この付属文書は、行動計画の内容見出し例のIII.C. 実施項目の編成とその実施の構成例の概要です(付属文書I参照)。これには、他の問題に関する行動計画の策定の最優良事例が反映されており、国連人権高等弁務官事務所作成の「国家人権行動計画ハンドブック」の各提言に広く沿っています (p.75)。
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(国家に対する指導原則については全て同様の構成とする (指導原則1-10、25-28、30、31) 












